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１ は じ め に
海外直接投資は，投資国と被投資国の双方に大きな影響を及ぼすものである。投資国にとっての影
響は，まず「産業の空洞化」の現象，すなわち国内企業が海外直接投資を行ったことによりその企業
の国内活動が低下するということである。しかし，海外直接投資は必ずしもつねに国内産業の空洞化
を伴うものとは限らない。例えば，投資国の衰退傾向にある産業の海外移転を伴う海外直接投資や，
国内部品・生産財の調達率が高い企業による海外直接投資などは，むしろ投資国の経済に大きな波及
効果をもたらすものと考えられる。他方では，被投資国において，経済発展に必要な資金の獲得，直
接投資に伴う技術移転，雇用の創出などにより工業化の進展と所得水準の向上がもたらされる。
そこで，本稿の目的は，海外直接投資と産業構造との関連に焦点を当てて，中国に進出している日
系企業の経済活動が中国と日本との双方に及ぼす影響を数量的に分析することにある。分析方法は，
国際産業連関分析の手法で，分析用データソースは，日系企業の経済活動を分析するための中日国際
産業連関表（以下，日系企業分析用中日表と略）である１。
以下では，第２節で本稿のモデルと分析用データソースを説明し，次いで第３節で近年における日
本の対中直接投資の状況と，中日両国の産業構造の特徴などを概観する。さらに第４節では，中国進
出日系企業の経済活動が中日両国に及ぼす影響を分析する。そして，最後に分析の結果をまとめる。
２ 日系企業分析用中日表・モデル
２－１ 基本モデル
いま，内生国（国際産業関連表の対象国）を y , z（y , z＝C , J）とし，うち C を中国，J を日本と
し， を中国と日本以外の外生国または外生地域とすると，中国と日本の２国間産業連関表において
次の関係が成り立つ。
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図表１ 日系企業分析用中日表の雛形
中 間 需 要 最終 需要
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間
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日 本 X JCc X JCj X JJ F JC F JJ L J  X J
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J
関税・輸入品税 DA
Cc
DA
Cj DA
J
DF
C
DF
J
付 加 価 値 V Cc V Cj V J
国 内 生 産 X Cc X Cj X J
 
z
X yz  
z
F yz    L yr X y   
y
X yz BA z  WTA z  DA z  V z X z 
ただし，
X yz，F yz：内生国間の中間取引，最終取引
L yr ：y 国の対 国輸出
BA
z
：z 国の内生部門の対他の対象国輸入にかかった国際運賃・保険
WTA
z
：z 国の内生部門の対世界輸入
DA
z
：z 国の内生部門の輸入全体にかかった関税・輸入品商品税
V z ：z 国の付加価値
X y，X z ：内生国の国内生産額（総産出，総投入）
中国における非日系企業と日系企業をそれぞれ Cc，Cj とし，対象国・企業を efz
ef CcCjJ ; z CJ とすれば，式 と式は，それぞれ次のように書き換えられる。 
f
X ef   
z
F ez    L e X e  
e
X ef  BA f  WTA f  DA f  V f X f 
式はヨコ部門の需給バランス，式はタテ部門の投入関係をそれぞれ示す。このように，日系企
業の経済活動を取り入れた国際産業連関表の構造は図表１の通りとなる。
投入係数を A ef とすると，投入需要関数は次のように表わせる。
X ef A efX e 
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投入需要関数式 を需給バランス式に代入すれば， 
f
A efX e   
z
F ez    L e X e 
となる。式を解いて
X e  1 
f
A ef
 1  
z
F ez    L e   
を得る。A ef を ef ef CcCjJ ; z CJ について展開して
A  A CcCcA Cj Cc
A JCc
A Cc Cj
A Cj Cj
A JCj
A Cc J
A Cj J
A JJ
 	 
となる。すると，
式右辺の逆行列は
I  
f
A e f
 1 I A CcCcA Cj CcA JCc A CcCjI A Cj CjA JCj A Cc JA Cj JI A JJ
 	1 
に書き換えられる。逆行列についてその部分行列を
B CcCc
B Cj Cc
B JCc
B Cc Cj
B Cj Cj
B JCj
B Cc J
B Cj J
B JJ
 	 I A CcCcA Cj CcA JCc A CcCjI A Cj CjA JCj A Cc JA Cj JI A JJ
 	1 
と定義する。B ef (ef CcCjJ )は， f 国（または企業）の最終需要によって誘発される e 国（ま
たは企業）の生産量を表す。中国における日系企業の生産活動が中国と日本の各産業に及ぼす影響を
みるには，日系企業分析用中日表から日系企業の生産活動を外生化するとよい。すなわち，日系企業
の生産１単位が中国と日本の各産業に与える生産波及効果は，
I A CcCcA JCc A Cc JI A JJ 1 A CcCjA JCj  B CcCjB Cj CjB JCj
B Cj Cj



 	 
で求められる。時点 t から t  1 までの期間における生産の変化分を Xt 1Xt 1Xt 	
と定義し，t  1 期における日系企業の生産活動の変化による中日両国への影響は，次のように求め
られる。  X t 1Cj X t 1J 	 Bt 1Cc CjBt 1Cj CjBt 1JC j
Bt 1Cj Cj






	 X t 1Cj 
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２－２ 日系企業分析用中日表の作成概要
本研究では，日系企業分析用中日表を用いる。この産業連関表は，中国における日系企業の経済活
動を分析するために，まず，１９９０－１９９５－２０００年接続中日国際産業連関表２（以下，接続中日表と
略）を開発したうえで，経済産業省の「我が国企業の海外事業活動」３などの資料を利用して再構築し
たものである。接続中日表は，各年の価格評価を米ドルに統一表示したうえで，２０００年の価格基準の
インフレータで実質化したものである。「我が国企業の海外事業活動」は，経済産業省が日本企業の
海外事業活動のデータを得るために，１９７０年から毎年に調査実施されてきたものである。これらの資
料を用いて，中国に進出する日系企業の生産額，中間投入額・付加価値額，最終需要・最終購入など
を推計し，さらに RAS法を用いてバランス調整を行って日系企業を分析するための国際産業連関表
を作成した。同表の内生部門は１６の分類部門となっている。経済産業省の「我が国企業の海外事業活
動」では，地域別，国別統計に関する中国進出日系企業のデータは，１９９４年からはじめて集計，公表
されるようになった。この基礎資料の制約から，日系企業分析用中日表は１９９５年と２０００年について作
成している（文末付表１，付表２）。
３ 日本の対中直接投資と中日両国の産業構造
３－１ 日本の対中直接投資の推移
  対中投資規模の拡大
日本の海外直接投資は，１９８５年のプラザ合意を契機として生じた急激な円高により，アメリカおよ
び ASEAN４（タイ，マレーシア，インドネシア，フィリピン）を中心に急速に増加し，それに伴っ
て日本企業は，国内生産を海外現地生産へシフトさせていった。海外直接投資の主力は，１９９０年代初
めまで，東アジアの NIEs４（香港，台湾，シンガポール，韓国）と ASEAN４に置かれていたが，１９９０
年代に入ると，中国に置かれるようになった。その背景には，ASEAN諸国での人手不足や賃金の上
昇と，１９９２年以降の中国の改革・開放の加速などがあった。１９９２年の対中直接投資は，契約ベースで
その規模が２１．７億ドルに達して，対前年の伸び率は１６７．９％を記録した（図表２）。日本の対中直接投
資の規模は，契約ベースで１９９５年にピークを迎えた後，急速に縮小化を辿り，対前年比２桁ほどの下
落率は１９９６年から３年間も続いた。１９９０年代後半における日本の対中直接投資の低迷要因は，①中国
経済が１９９０年代前半の高度成長から後半の安定成長へのソフトランディング，②日本経済の低迷，③
１９９７年アジア通貨危機の影響などにあった。その後，２０００年初頭以降，日本の対中直接投資は中国の
WTO加盟を契機に回復の軌道に乗り，２００５年の対中投資規模は（契約ベースと実行ベースとも）過
去最大となった。
 対中投資の構造変化
日本企業の対中新規進出を業種別にみよう。１９９５年には製造業の新規進出は１８４社，非製造業は４０
社で，それぞれ製造業と非製造業の海外進出日系企業全体の４１．５％，１５．７を占める（図表３）。２０００
２ 滕・房（２００６）
３ 通商産業省（１９９８），経済産業省（２００３）
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年には中国製造業への進出企業は３７社へと急激に減少し，製造業全体におけるシェアも２２．７％に低下
した。２００５年には中国製造業への進出企業は７４社で，製造業全体に占めるシェアは４０．７％であるのに
対して，非製造業の進出企業は１１２社と製造業の進出社数を上回り，非製造業全体に占めるシェアは
３５．８％と拡大している。
さらに，日本企業の対中新規進出を製造業と非製造業の構成でみるとわかるように，１９９５年に製造
業分野は圧倒的なシェアを持っていたのに対して，２００５年になると，日本企業の中国進出は非製造業
に集中するようになった（図表４）。
３－２ 中日両国の産業構造の変化
以上では，近年における日本の対中直接投資の推移や対中進出分野の構造変化をみた。そのような
対中直接投資は，中日両国の産業構造にどのような影響を及ぼすか。この分析作業に先立ち，まずは
産業連関表にみる中日両国の産業構造の姿を確認しておこう。
１９９５年から２０００年までの間で，中国では第一次産業と第三次産業が低下した反面，第二次産業が上
昇し，国内生産の比重が第二次産業へ移行し続けている（図表５）。他方，同期間における日本で
は，第一次産業と第二次産業が低下し，第三次産業が上昇しており，経済のサービス化が進んでい
図表２ 中国における日本直接投資の推移
（出所）『中国対外経済貿易年鑑』（各年）より作成。
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図表３ 新規設立・資本参加現地法人（日系企業数）
単位：％
１９９５年 ２０００年 ２００５年（注）
社数 シェア 社数 シェア 社数 シェア
北米 ５０ １１．３ ３８ ２３．３ ２７ １４．８
アジア ３４６ ７８．１ ９１ ５５．８ １２１ ６６．５
うち中 国 １８４ ４１．５ ３７ ２２．７ ７４ ４０．７
製 造 業 ASEAN４ １０７ ２４．２ ２７ １６．６ ２５ １３．７
NIEs４ ４１ ９．３ ３０ １８．４ １３ ７．１
ヨーロッパ ３０ ６．８ １９ １１．７ ２９ １５．９
その他 １７ ３．８ １５ ９．２ ５ ２．７
全地域 ４４３ １００．０ １６３ １００．０ １８２ １００．０
北米 ４３ １６．９ ５０ ２４．５ ４９ １５．７
アジア １３２ ５２．０ ６８ ３３．３ １８３ ５８．５
うち中 国 ４０ １５．７ ３０ １４．７ １１２ ３５．８
非製造業 ASEAN４ ３３ １３．０ １５ ７．４ ２４ ７．７
NIEs４ ５４ ２１．３ ２９ １４．２ ３６ １１．５
ヨーロッパ ４１ １６．１ ５２ ２５．５ ４７ １５．０
その他 ３８ １５．０ ３４ １６．７ ３４ １０．９
全地域 ２５４ １００．０ ２０４ １００．０ ３１３ １００．０
北米 ９３ １３．３ ８８ ２４．０ ７６ １５．４
アジア ４７８ ６８．６ １５９ ４３．３ ３０４ ６１．４
うち中 国 ２２４ ３２．１ ６７ １８．３ １８６ ３７．６
全 産 業 ASEAN４ １４０ ２０．１ ４２ １１．４ ４９ ９．９
NIEs４ ９５ １３．６ ５９ １６．１ ４９ ９．９
ヨーロッパ ７１ １０．２ ７１ １９．３ ７６ １５．４
その他 ５５ ７．９ ４９ １３．４ ３９ ７．９
全地域 ６９７ １００．０ ３６７ １００．０ ４９５ １００．０
（出所）経済産業省「我が国企業の海外事業活動」（各年版）より作成。
（注）２００５年香港は中国には含まれ，NIEs４に含まれない（NIEs３）。
図表４ 中国における新規設立・資本参加の日系企業の構成
（出所）図表４と同じ資料より作成。
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る。２０００年における第一次産業，第二次産業，第三次産業の構成比は，中国がそれぞれ
１０．３％，６３．５％，２６．３％であり，日本がそれぞれ１．４％，４１．５％，５７．１％である。
次に，中国における非日系企業と日系企業の構造変化をみよう。１９９０年から２０００年までの間で非日
系企業と日系企業についての構造変化は，中日両国全体の産業構造の特徴と類似する。つまり，１９９５
年から２０００年までの間で非日系企業の第一次産業と第三次産業が低下し，第二次産業が上昇している
のに対して，日系企業の第一次産業，第二次産業は低下し，第三次産業は上昇している。
日系企業ついて，さらにその第二次産業内部の構造変化をみると，輸送機械が１９９５年からの２２．６％
から２０００年の８．９％へと大幅に低下したことは日系企業の第二次産業の低下をもたらしたことがわか
る。他方では，日系企業で最大の比率をもつ電気機械は，１９９５年４１．１％から２０００年の４５．２％までに上
昇しており，他に，その他製造業，金属精錬，一般機械なども比較的大きく上昇している。
４ 中国における日系企業の経済活動の影響
４－１ 生産誘発効果
図表６，図表７は，日系企業の生産１単位が中国非日系企業と日本の各産業への生産波及効果を示
したものである。日系企業の生産１単位が中国に大きな生産波及効果をもたらした産業は，１９９５年に
農林漁業（１．５０），鉱業（１．４０），食料品（１．４２）木材・紙パルプ（１．２４），化学（１．１１），金属精錬
図表５ 中国と日本の産業構造
単位：％
中 国
日 本
平均 非日系企業 日系企業
１９９５年 ２０００年 １９９５年 ２０００年 １９９５年 ２０００年 １９９５年 ２０００年
第一次産業（農林漁業） １２．４５ １０．２７ １２．４９ １０．４５ ２．１１ ０．００ １．６６ １．４４
鉱業 ３．９９ ３．１４ ４．０１ ３．１９ ０．０９ ０．００ ０．１５ ０．１４
食料品 ５．６９ ５．６９ ５．７１ ５．７５ １．５７ １．９４ ４．２８ ４．０６
繊維 ６．９８ ６．６４ ６．９８ ６．６４ ６．４９ ６．１１ １．３３ ０．８１
木材紙パ ２．６４ ２．７０ ２．６５ ２．７５ ０．４０ ０．３７ ３．２０ ２．８０
石油石炭 ２．３３ ３．１１ ２．３４ ３．１６ ０．４２ ０．０５ １．４４ １．３５
化学 ６．５６ ７．７９ ６．５７ ７．８６ ３．３５ ３．４１ ３．９５ ３．７９
金属精錬 ３．８４ ４．４７ ３．８４ ４．４８ １．４８ ３．８５ ２．６２ ２．４３
一般機械 ３．７９ ３．５５ ３．７８ ３．４７ ６．１９ ８．１７ ３．０９ ３．２９
電気機械 ４．７２ ８．３９ ４．５９ ７．７４ ４１．１１ ４６．１７ ５．１４ ６．１５
輸送機械 ２．９９ ３．６３ ２．９２ ３．５４ ２２．５９ ８．８８ ５．３３ ４．８５
精密機械 ０．４５ ０．５９ ０．４２ ０．５１ ７．６８ ５．１１ ０．４５ ０．４５
その他製造業 ５．４３ ５．１７ ５．４４ ５．１７ ２．８２ ５．１５ ３．８６ ３．２９
建設業 １０．４２ ８．６０ １０．４６ ８．７５ ０．５０ ０．３７ ９．７６ ８．０６
第二次産業計 ５９．８３ ６３．４７ ５９．７０ ６３．０２ ９４．６９ ８９．５９ ４４．６１ ４１．４９
商業 ７．４６ ６．５８ ７．４８ ６．５９ １．０３ ５．５６ １１．２５ １０．１１
サービス業とその他 ２０．２６ １９．６９ ２０．３３ １９．９４ ２．１６ ４．８５ ４２．４９ ４６．９６
第三次産業計 ２７．７２ ２６．２６ ２７．８１ ２６．５４ ３．１９ １０．４１ ５３．７３ ５７．０７
合計 １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００ １００．００
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（１．３８），建設業（１．５４），商業（１．０５）で，２０００年には，木材・紙パルプ（１．５８），建設業（１．４９），
食料品（１．１９），一般機械（１．１８），金属精錬（１．１０），精密機械（１．１０），サービス業とその他
（１．０２）である。農林漁業と鉱業４を別として，生産波及効果の大きな産業は，１９９５年には一次産
品，軽工業品，素材などが主力であったが，２０００年には軽工業品（木材・紙パルプ，食料品が主力
で），建設業は依然健闘しているが，機械系産業（一般機械，精密機械）の台頭が目立つ。
他方，日系企業の生産１単位の日本国内への生産波及効果を見ると，全体的に中国より小さい。こ
れは中国現地で事業を展開する日系企業にとって当然な結果である。なかでも日本への比較的大きな
生産波及効果を及ぼした産業は，１９９５年に繊維（０．７６），一般機械（０．６２），電気機械（０．６５），輸送
機械（０．５８）で，２０００年には，輸送機械（０．４９），精密機械（０．４９），一般機械（０．３３），金属精錬
（０．２３）である。これらの産業への生産波及効果は１９９５年に比べて，２０００年はさらに小さくなってい
る。その原因は，日系企業の生産現地化が進み，日本からの調達率を下げたためである（図表８）
４－２ 生産誘発額と産業構造
１９９５年から２０００年までの期間における日系企業の生産増加は，中国における非日系企業の生産額と
日本国内の生産額がどのくらい誘発されたかをみよう。
まず，中国非日系企業では，電気機械の誘発生産額が最も大きい（図表９）。他に，誘発生産額の
比較的大きい産業は，サービス業とその他，金属精錬，商業，化学である。他方，日本でも同様に電
４ 経済産業省（２００３）の調査では，２０００年に進出企業の極めて少ない農林漁業と鉱業について匿名のためそれらのデー
タが表示されていない。
図表８ 中国進出日系企業の調達先別構成比
（単位：％）
１９９５年 ２０００年
中国 日本 他の国 合 計 中国 日本 他の国 合 計
農林漁業 ９５．２ ４．８ ０．０ １００．０ ８９．９ １．１ ９．０ １００．０
鉱業 １００．０ ０．０ ０．０ １００．０ ６４．９ ２４．８ １０．４ １００．０
食料品 ９４．１ ４．５ １．３ １００．０ ７９．９ １．０ １９．２ １００．０
繊維 １７．０ ６６．９ １６．１ １００．０ ３９．４ ４０．７ １９．９ １００．０
木材紙パ ６３．５ ３６．５ ０．０ １００．０ ８４．８ １１．０ ４．３ １００．０
石油石炭 ９．０ １１．３ ７９．６ １００．０ ６１．２ １０．６ ２８．１ １００．０
化学 ６５．１ １３．２ ２１．８ １００．０ ５１．０ ３６．１ １２．９ １００．０
金属精錬 ５８．６ ３１．５ ９．８ １００．０ ５０．１ ４１．５ ８．４ １００．０
一般機械 ４１．３ ３８．１ ２０．６ １００．０ ５４．６ ３６．３ ９．１ １００．０
電気機械 １８．７ ５３．３ ２８．０ １００．０ ３１．３ ３２．２ ３６．５ １００．０
輸送機械 ４３．３ ５２．９ ３．８ １００．０ ４５．３ ５０．９ ３．９ １００．０
精密機械 １４．９ ２７．９ ５７．２ １００．０ ５１．９ ４６．０ ２．１ １００．０
その他製造業 ５８．４ ２６．３ １５．３ １００．０ ５６．１ ２８．８ １５．１ １００．０
建設業 ９９．９ ０．１ ０．０ １００．０ ９７．１ ０．０ ２．９ １００．０
商業 ５８．０ ３０．７ １１．３ １００．０ ３０．１ ３６．３ ３３．６ １００．０
サービス業とその他 ８１．２ １２．６ ６．２ １００．０ ６５．３ １１．０ ２３．６ １００．０
平均 ３４．１ ４５．８ ２０．１ １００．０ ３５．８ ３４．８ ２９．４ １００．０
（出所）通商産業省（１９９８），経済産業省（２００３）より算出。
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気機械の誘発生産額が最大で，次いでサービス業とその他，金属精錬の順となっている。
中国（非日系企業）と日本を比較すると，誘発生産額は，日本より中国のほうが大きいことが分か
る。また，中日両国とも，同じ産業（例えば，電気機械，サービス業とその他，金属精錬，化学）に
集中している特徴がある。
１９９５年から２０００年までの間における日系企業の生産増加が，中国（非日系企業）と日本の産業構造
の形成に及ぼした影響を表わしたのが，図表１０である。この図表では，１９９５年から２０００年まで日系企
業の生産増加により誘発された中国（非日系企業）の生産額と２０００年の中国（非日系企業）の国内生
産額との比率と，同日系企業の生産増加により誘発された日本の生産額と２０００年の日本の国内生産額
との比率が，それぞれ部門別に示されている。この比率は，日系企業の経済活動の変化と産業構造変
化との関係を表すため産業構造変化の貢献度と呼ぶこととする。産業構造変化の貢献度を見ると，中
国（非日系企業）では，精密機械（６．０％），電気機械（２．９％），金属精錬（２．８％）が高いことか
ら，日系企業の経済活動により中国の産業構造の高度化が促進されているといえる。他方，同期間に
おける日本の産業構造の貢献度は概して小さく，日系企業の生産変化は日本の産業構造に比較的小さ
な影響を及ぼしているに過ぎない。
５ 終 わ り に
本稿では，海外直接投資と産業構造との関連という観点から，中国進出日系企業の経済活動の影響
を分析してきた。日本の対中直接投資の規模は，１９９０年代から一進一退を繰り返しながら拡大してき
た。中国進出日系企業の経済活動が１９９５年の中国（非日系企業）の一次産品，軽工業品，素材を中心
とする分野に大きな波及効果を及ぼしたのに対して，２０００年には軽工業品（木材・紙パルプ，食料
品），建設業のほかに，機械類（一般機械，精密機械）までに大きな波及効果を及ぼすようになっ
た。
また，日本の対中直接投資は，繊維のような国内衰退産業が海外に活路を求めただけではなく，日
系企業の現地法人の経済活動は，日本国内の繊維産業にも比較的大きな波及効果を及ぼしている。ま
た，飽和状態の国内市場に直面している機械類産業も，中国における海外事業からの波及効果を享受
している。
さらに，産業構造変化の貢献度（日系企業の生産増加による誘発生産額と国内生産額との比率）を
用いた分析では，日系企業の経済活動は中国の産業構造の高度化に貢献していることが明らかになっ
た。
２０００年から拡大し続けていた日本の対中直接投資は，２００５年をピークに縮小傾向を辿り始めてい
る。この縮小傾向は，最近中国商務省の外国直接投資統計によりさらに裏付けられる。同統計によれ
ば，日本の対中直接投資は，２００７年１～９月累積額が２４億９２６３万ドル（金融を除いた実行ベース）
で，前年同期比－２３．７０％の大幅減少になる。再び図表３を眺めてみると，１９９０年代後半以降，日本
の対中直接投資成長率の変化は，１９８０年代後半から１９９０年代前半の循環を想起させる。低迷期を経て
日本の対中直接投資の循環は再来することが十分ありうる。問題なのは対中進出分野の構造変化であ
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る。昨年（２００６年）から始まった日本の対中直接投資の退潮は，製造業分野での投資は既に飽和の状
態にあるからだと指摘されている。本稿３節でみたように，日本企業の中国進出は非製造業へと転換
しつつある。今後，日本を含めた外国直接投資企業の金融，流通，サービス，エネルギー，環境など
の分野への進出が，中国の産業構造をさらに転換させていく原動力となるに違いない。
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